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認定薬局制度の
運用状況について

1

○ 薬剤師・薬局を取り巻く状況が変化する中、患者が自身に適した薬局を選択できるよう、以下の機能を有すると認められる
薬局について、都道府県知事の認定により名称表示を可能とする。（令和３年８⽉１⽇施⾏。1年ごとの更新）
・⼊退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と連携しながら一元的・継続的に対応できる薬局
（地域連携薬局）
・がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して対応できる薬局（専門医療機関連携薬局）

認定薬局制度の概要

地域連携薬局 専門医療機関連携薬局
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 外来受診時だけではなく、在宅医療への対応や⼊退院時を含め、他の医療提供施設との服薬情報の
一元的・継続的な情報連携に対応できる薬局

 他の医療提供施設（医療機関、薬局等）の医療従事者との連携体制を構築した上で対応することが
必要。

 地域連携薬局としては、他の薬局に対する医薬品の提供や医薬品に係る情報発信、研修等の実施を
通じて、他の薬局の業務を支えるような取組も期待。

 がん患者に対して、がん診療連携拠点病院等との密な連携を⾏いつつ、より⾼度な薬学管理や、⾼
い専門性が求められる特殊な調剤に対応できる薬局

 専門医療機関連携薬局としては、他の薬局に対する抗がん剤等の医薬品の提供、がんの薬物療法に
係る専門性の⾼い情報発信、⾼度な薬学管理を⾏うために必要な研修等の実施を通じて、専門的な
薬学管理が対応可能となるよう他の薬局の業務を支えるような取組も期待。

認定薬局の役割
地域連携薬局

専門医療機関連携薬局（がん）

3

認定を受けると・・・

○○薬局
地域連携薬局

○○薬局
地域連携薬局

○ 認定を受けた薬局（地域連携薬局／専門医療機関連携薬局）と称することができる。
※ 認定を受けていない薬局は、これらの名称（紛らわしい名称を含む。）を称してはならない。

○ 認定を受けた薬局は、薬局の内側と外側の⾒やすい場所に次の事項を掲示しなければならない。
・ 地域連携薬局／専門医療機関連携薬局である旨 ・ 地域連携薬局／専門医療機関連携薬局の機能の説明
※ その他、認定証の掲示なども必要となる

地域連携薬局

地域連携薬局
の機能〜〜〜

地域
連携
薬局
認定証

薬局
開設
許可証

⾼度管理
医療機器
等販売業
許可証

麻薬
小売業者
免許証
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 患者が安心して相談しやすい体制
構造設備（プライバシーへの配慮、バリアフリーへの配慮）
構造設備（個室等のプライバシーへの配慮、バリアフリーへの配慮）

 医療提供施設（医療機関、薬局等）との連携体制（顔の⾒える関係づくり）
地域包括ケアシステムの構築に資する会議への継続的な参加、
医療機関や薬局との情報共有の体制（外来、⼊退院、在宅）、
それを担保する実績（医療機関への情報提供の実績︓⽉30回以上）
医療機関（がん診療連携拠点病院等）との会議への継続的な参加、医療機関や薬局との情報共有の体制、
それを担保する実績（医療機関への情報提供の実績︓がん患者の半数以上）

 地域でいつでも相談・調剤できる体制への参加（薬局間の連携など）
時間外の相談対応、休日・夜間の調剤対応、薬剤の提供、地域のDI室の役割、
特殊な調剤への対応（⿇薬、無菌製剤処理）
時間外の相談対応、休日・夜間の調剤対応、抗がん剤等の提供、
特殊な調剤への対応（⿇薬）、抗がん剤等に係る地域のDI室の役割

 一定の資質を持つ薬剤師が連携体制や患者に継続して関わるための体制
常勤薬剤師の勤務体制（半数が継続1年以上勤務）、研修修了薬剤師（常勤薬剤師の半数修了）、
計画的な研修受講、医療安全対策
常勤薬剤師の勤務体制（半数が継続1年以上勤務）、
がんの専門性を有する薬剤師、計画的ながんの専門性に係る研修受講、医療安全対策

 在宅医療に対応する体制
在宅訪問の実績（⽉2回以上）、医療機器・衛⽣材料の提供

認定基準の概要（基準の考え方）
地域
専門

地域

専門

地域

専門

地域

専門

地域
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・認定に係る事務に関する重要事項を調査審議させるために、地方薬事審議会を置くことができることが法令により規定されている。

・本県では令和２年度薬事審議会において、次のとおり福岡県薬事審議会が関与することを決定している。

・今年度は、薬事審議会で審議するべき案件が⽣じなかったため、認定状況などの報告のみを⾏う。

すべての案件について、県で認定を行い、薬事審議会に事後報告

申請者 県
①認定申請

②基準照合､
処分決定

③認定（認定拒否）

【認定への関与】
○ 定例の薬事審議会において認定状況などの報告を行う（事後報告）

○ 認定状況を踏まえて、薬事審議会の認定制度への関与について御審議いただく。

【認定申請に対する処理】

薬事審議会
④ 報告
(事後)

認定に係る福岡県薬事審議会の関与

6
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認定状況などについて（R7.1.31 時点） 

（１）保健所別認定薬局件数 

保健所名 
地域 

連携薬局 

専門医療機関 

連携薬局 

筑紫 15  
粕屋 10  
糸島 1  
宗像・遠賀 7  
嘉穂・鞍手 5  
田川   

 

 

（２）地域連携薬局累積件数 

 

 

 

     ※令和６年１月～１２月：新規２１件、返納１９件 

 

【返納の主な理由】 

・「常勤薬剤師の半数以上が継続１年以上勤務」の基準を満たさない 

   ・「常勤薬剤師の半数以上が健康サポート薬局研修を修了」の基準を満たさない 

※ 健康サポート薬局研修 

      健康サポート薬局で求められる、要指導医薬品等及び健康食品等の安全かつ適正な使用に

関する助言、健康の維持増進に関する相談並びに適切な専門職種又は関係機関への紹介等に

関する研修。技能習得型研修と知識習得型研修から構成されている。健康サポート薬局制度

上は研修修了薬剤師となるには５年間の実務経験を要するが、認定薬局の基準上は、実務経

験は不問。 
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累計件数

累計件数

保健所名 
地域 

連携薬局 

専門医療機関 

連携薬局 

北筑後 6  
南筑後 5  
京築 8  
北九州市 17  
福岡市 44 6 

久留米市 5 2 

計 123 8 
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電子処方箋補助金事業について

令和６年度薬事審議会

令和７年３月１０日
薬務課監視係

1

2
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福岡県電子処方箋導入促進補助金事業

＜令和６年度事業＞

○電子処方箋の活用・普及の促進を図るため、電子処方箋管理サービスの導入に向けた県内の保険
医療機関、保険薬局のシステム整備に係る費用の負担に対して補助金を交付する。

＜申請の流れ＞

○補助対象：国（社会保険診療報酬支払基金）の電子処方箋管理サービスに関連する補助金の交付
決定を受けた県内の保険医療機関（医科、歯科）、保険薬局

＜申請区分、補助率、補助上限額＞

3
※国と県の補助金を合わせて受け取った場合、導入費用に対する財政支援全体の割合は最大で
病院：１／２、診療所・薬局（大型チェーン除く）：３／４、大型チェーン薬局：１／２ となります。

福岡県電子処方箋導入促進補助金事業

令和６年度（2024年度）

４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月

電子処方箋導入促進
補助金事業

申請受付 1/31

まで

＜スケジュール＞

＜令和６年度における県補助金への申請施設数＞

大規模病院 病院 診療所 薬局

申請施設数
２５

（１８．１％）
３０

（９．６％）
７２３

（１０．２％）
２１２０
（７２．５％）

＜参考：国（支払基金）補助金への申請施設数＞ 令和７年１月２８日時点

大規模病院 病院 診療所 薬局

申請施設数
２６

（１８．８％）
３４

（１０．９％）
８５０

（１２．０％）
２２７５
（７７．８％）
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5

福岡県電子処方箋導入促進補助金事業

＜令和７年度事業案＞

○補助対象、申請区分、補助率、補助上限額は令和６年度事業と同様。

※ただし、国（社会保険診療報酬支払基金）の電子処方箋管理サービスに関連する補助金は、

令和７年３月３１日までにシステムの導入が完了した施設が対象となりますので、ご留意ください。

○スケジュール

6

令和７年度（2025年度）

４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月

電子処方箋導入促進
補助金事業

申請受付
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【参考資料】
電子処方箋の概要

（第6回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム資料より抜粋）
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電子処方箋の導入状況（福岡県）
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大麻相談窓口について
（令和６年度新規事業）

福岡県保健医療介護部
薬務課麻薬係

1

令和６年度薬事審議会
令和７年３⽉１０⽇（⾦）

3
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

若年層（人） 若年層以外（人） 少年（人）

福岡県内の大麻事犯の検挙人員の推移

65

129
155

186
202

278

328

398

349

475

52%

53%
44% 43% 56% 68%

70% 73% 73%

80%

令和５年は検挙人員が過去最多

少年の検挙補導人員も過去最多

若年層の構成比も過去最多
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※高校生も同様

少年時の大麻使用は

依存症リスク 約５～７倍
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これまでの少年向け大麻再乱用防止対策

１９歳以下の 検挙補導された少年 を対象に、

県内５か所にある 県警少年サポートセンター で

少年の大麻からの立ち直り支援に特化した

F-CANプログラム を実施

新たな対策（福岡県大麻乱用防止サポート窓口）

大麻の誘いを受けている少年 や 大麻使用経験がある少年 に対して、

薬物に頼らずに生きていくため の相談支援を行う窓口を設置（令和６年１０月２５日）

【特徴】

・ 大麻に関して困っている若者に特化

・ LINEを使って匿名で気軽に相談可能

・ 心理の専門家による大麻をやめるため
の支援（カウンセリング）などにも対応

ＬＩＮＥ で相談 cap_csdesk@pref.fukuoka.lg.jp

メール で相談
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福岡県大麻乱用防止サポート窓口 について

大麻乱用防止サポート窓口

相談者

支
援
内
容

対
応
方
法

【相談対象者】
① 県内在住の大麻に関する課題を抱える若者
② ①の家族、パートナー、友人その他の関係者

•大麻の誘いを受けて困っている・・・
•大麻を使っているけどこのままでいいのか心配・・・
など

SNS広告を活用した相談の呼びかけ

Instagram

福岡県内の若者をターゲットに各種SNSで広告を実施

相談を呼びかけるWEBサイトへ誘導
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近年の福岡県内の薬物乱用検挙補導状況 

 

 

 

◆ 令和６年中に覚醒剤取締法違反で検挙補導された人員は 342 人で、そのうち少年は４人です。

前年に比べ全体で 29 人減少しています。 

◆ 有職少年３名、無職少年が１名検挙補導されています。 

◆ 覚醒剤事犯の再犯者率は、78.1％と引き続き高い割合となっています。 

 

区分 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 

全国検挙補導人員 8,654 7,970 6,289 6,073 － 

福岡県の検挙補導人員 630 498 412 371 342 

うち、少年①＋②＋③（女子） 7(2) 5(2) 4(2)  9(0) 4(0) 

（福
岡
県
） 

青
少
年
の
内
訳 

  ① 児童・生徒 2 2 2 2 0 

 

 小学生 0 0 0 0 0 

 中学生 0 0 0 0 0 

 高校生 2 1 1 2 0 

 その他 0 1 1 0 0 

  ②有職少年 2 2 2 3 3 

  ③無職少年 3 1 0 4 1 

 

 

  

覚  醒  剤  乱  用 
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◆ 令和６年中に大麻取締法違反で検挙補導された人員は 466 人で、前年に比べ全体で 9人減少

しています。 

◆ 検挙補導された少年は 81 人で、そのうち有職・無職少年は 63 人で、少年全体の 77.8%を占

めています。 

 

区分 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 

全国検挙補導人員 5,260 5,783 5,546 6,703 － 

福岡県の検挙補導人員 328 398 349 475 466 

うち、少年①＋②＋③（女子） 62(9) 65(7) 58(4) 109(9) 81(9) 

（福
岡
県
） 

青
少
年
の
内
訳 

  ① 児童・生徒 19 12 10 21 18 

 

 小学生 0 0 0 0 0 

 中学生 1 0 2 0 1 

 高校生 11 4 4 8 12 

 その他 7 8 4 13 5 

  ②有職少年 31 40 40 69 51 

  ③無職少年 12 13 8 19 12 

 

 
 

出典：覚醒剤及び大麻の統計は、福岡県内の少年の数は県警本部少年課、それ以外の数は、薬物銃器対策課から提供を

受けたもの。全国統計は、厚生労働省取りまとめ資料（警察庁、厚生労働省、海上保安庁）より。 

大  麻  乱  用 
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